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１．高等学校情報科と情報入試のながれ

情報科は，２００３年に高等学校に設置された。当

初，３科目「情報A」，「情報B」，「情報C」（各２

単位）からの１科目の選択必履修であった。２０１３

年の学習指導要領で，２科目「情報の科学」，「社

会と情報」（各２単位）からの１科目の選択必履

修となった。さらに，２０２２年からの新学習指導要

領では，情報の科学的な理解に重点を置き「情報

�」（２単位）を必履修科目とした上で，発展的
内容としてAI，データサイエンスなどを扱う「情

報�」（２単位）を選択科目とすることになって
いる。

また，情報科を大学入試において出題する教科

に含める動きがある［１］［２］［３］［４］。情報は，大学におい

て学士力を身につけるための土台となるものであ

り，大学入学時点での情報の素養を問うことは大

切だからである。２０１８年５月に開催された内閣官

房日本経済再生本部第１６回未来投資会議で大学入

学共通テストに情報を出題する方針が示された。

２０１９年５月に出された教育再生実行会議第１１次提

言においても，「国は，大学入学共通テストにお

ける『情報�』の取扱いについて，出題科目への
追加をCBTによる実施も含め検討する」と記載

されており，情報入試の導入に向けての手続きが

進むことが期待される状況になってきている。

このように，高等学校情報科の重要性が増して

きている状況で，情報科の教員として生徒を教え

るためには，情報学全般についての幅広い知識や

技術が求められる。しかしながら，現状は，必ず

しも，情報学についての幅広い知識や技術をもつ

者が情報科の教科担任となっているわけではな

く，地域による格差があることが知られてい

る［５］［６］。

これまでに筆者らは，情報科の教科担任の現状

を，公文書公開手続きを用いて調査し，結果を報

告してきた［７］。情報科では，教員の採用が少なく，

臨時免許状や免許外教科担任が，特例的という枠

を超えて多用されていることを明らかにした。

本稿では，高等学校における情報科教員採用の

現状と，情報にかかわる免許外教科担任の現状に

ついて述べる。

２．高等学校における情報科教員採用の現状

中野は，情報科が設置された２００３年から現在ま

で継続して，情報科教員採用の状況を調査し，ウ

ェブページで報告している［８］。また，筆者ととも

に６６都道府県市への公文書公開手続きによる調査

を行い，２００５年度から２０１４年度の１０年間に，情報

科の教員採用試験を実施したのは２９都府県と３市

で，採用者数は大阪府１６３名，埼玉県５２名，兵庫

県４７名，愛知県４４名，神奈川県３９名，東京都３６名

と大都市圏の６都府県だけで採用者数全体の７３％

を占めることを報告している［９］。

これらの調査結果は，朝日新聞２０１８年１０月１６日

付「高校『情報科』，教員足りない採用試験なし

１８道府県『免許外』で補う」，毎日新聞２０１８年１２

月５日付「情報科教員１３道県で採用せず対応遅れ

深刻」，日本経済新聞２０１９年６月２８日付「高度IT

教育軽視のツケ『情報科』専任採用急ぐプログラ

ミングが今後の柱に」などの新聞記事で紹介さ

れ，大きなインパクトを与えた。

２０１８年までに１３道県が一度も情報科の教員採用

をしていなかった。２０１９年に北海道，岩手県，石
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川県，福井県，徳島県，佐賀県の６道県が教員採

用試験を行ったので，現時点で情報科の教員採用

をしていないのは秋田県，栃木県，新潟県，滋賀

県，島根県，愛媛県，鹿児島県の７県である。

なお，情報科の教員免許保有者は不足していな

い［７］。筆者を含む大学関係者は情報科の教員養成

を行っているのに，教員採用がされないのである。

３．情報にかかわる免許外教科担任の現状

免許外教科担任とは，教育職員免許法附則第２

項の規定によるもので，ある教科の教授を担任す

べき教員を採用することができないと認めるとき

は，学校長等から都道府県の教育委員会に申請す

ることにより，１年以内の期間に限りその教科の

免許状を有しない教諭等が担任することが許可さ

れるものである。以下，文部科学省への公文書公

開手続きにより２０１７年度の中学校・高等学校の免

許外教科担任の状況を調査した結果を述べる［１０］。

表１は，２０１７年度の中学校教科の免許外教科担

任の数を示したものである。４７都道府県の合計で

は，全教科の６，８２１件中，技術は２，０３１件，家庭は

２，０８２件であり，技術・家庭科で６０．３％を占めて

いる。高等学校の情報科は，生徒が中学校の技

術・家庭科で「情報に関する技術」を習得してい

ることを前提とするが，中学校での情報の授業が

他教科の免許をもつ教員により行われている。免

許外教科担任で保健体育，数学，理科の教員が技

術科を担当することが多く，音楽，技術，国語の

教員が家庭科を担当することが多い（表２，表

３）。

表４は，２０１７年度の高等学校教科の免許外教科

担任の数を示したものである。４７都道府県の合計

では，全教科の３，１０６件中，情報科は１，１６１件であ

り，３７．４％を占めている。表５は，２０１７年度の情

報科を担当する免許外教科担任の保有免許状の教

科ごとの数を示したものである。数学，理科，商

業の教員が，免許外教科担任で情報科を担当する

ことが多い状況である。一方で，福島県，石川県，

長野県のように情報科を担当する免許外教科担任

の許可件数が多い県においては，国語，音楽，美

表１ 中学校教科の免許外教科担任の件数（２０１７年５月１日時点）

国語 社会 数学 理科 音楽 美術
保健
体育

技術 家庭 外国語 合計

北海道 １２ １２ １３ ７ １７ １８３ ３９ ３１０ ３２８ １ ９２２

福島県 ５ ５ ４ ３ １ ４８ ３ １８４ １０３ １ ３５７

千葉県 １３ １１ ２９ １０ ６２ ８ １１５ ７６ ８ ３３２

全国 ２９７ ２６９ ４１２ ２０２ ７０ ９２９ ３４９ ２０３１ ２０８２ １８０ ６８２１

表２ 中学校技術科を担当する免許外教科担任の保有免許状別人数（２０１７年５月１日時点）

国語 社会 数学 理科 音楽 美術
保健
体育

家庭 外国語 その他 合計

北海道 ２１ ３２ ３０ ４３ ４６ ３０ ７３ １７ １６ ２ ３１０

福島県 ４ １５ １１２ １８ ２ ４ ２０ ４ ５ １８４

千葉県 ４ １２ １８ ２５ ４ ５ ３６ ６ ５ １１５

全国 ９２ ２５９ ３８１ ３５１ ９４ １５３ ４５７ １４５ ９１ ８ ２０３１

表３ 中学校家庭科を担当する免許外教科担任の保有免許状別人数（２０１７年５月１日時点）

国語 社会 数学 理科 音楽 美術
保健
体育

技術 外国語 その他 合計

北海道 ３２ １８ １３ １４ １２５ ２３ ２４ ４７ ３０ ２ ３２８

福島県 １３ ４ ７ ６ ３７ １０ ９ １０ ７ １０３

千葉県 １０ ３ ２ ３ ２２ ８ ２０ ２ ６ ７６

全国 ２９０ ８７ １１２ １０５ ６２６ １４９ １７６ ３１６ ２１４ ７ ２０８２
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術，保健体育，外国語など，情報の科学的な理解

との関係性が薄い教科の教員が，免許外教科担任

で情報科を担当することが多い状況である。

免許外教科担任の制度が適正に運用されていな

いことについて，国もその状況を認識しており，

継続的に指導通達が出されている状況である。文

部科学省情報教育課は，２０１６年３月に通達［１１］を出

している。その通達では，２０１５年度の時点で，情

報科担当教員は５，７３２人であり，その２７．６％の

１，５８０人が免許外教科担任と件数が示されている。

２０２２年度に設置される「情報�」「情報�」で
充実した学習内容を教授するためには，情報科の

教員が学習内容や学習方法を研究すると同時に，

「情報の先生を採用し，情報の授業は専任の先生

が教える」といった，他教科では当たり前のこと

を実現することが，求められている状況である。
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表４ 高等学校教科の免許外教科担任の件数（２０１７年５月１日時点）

国語
地理
歴史

公民 数学 理科 音楽 美術
保健
体育

情報 工業 外国語 合計

北海道 ２ ２４ ２８ ８ ３ ２ ３ ２ ７４ ３ ８ ２２７

福島県 ５ ７ ４ １ ５ ５７ ４ ６ １１７

茨城県 ２ １５ １ １ ５２ １ ８８

新潟県 １１ ２４ ２ １ １ ８３ ４ ２ １４４

石川県 ５ １４ ２ １ ８０ ３０ ５ １７５

長野県 ２ ８ ２ ３ １ １２８ ３ ５ １８２

全国 １３ １７７ ３５６ ４２ ２４ ９ １５ ５９ １１６１ ３４６ １２７ ３１０６

表５ 高等学校情報科を担当する免許外教科担任の保有免許状別人数（２０１７年５月１日時点）

国語
地理
歴史

公民 数学 理科 音楽 美術
保健
体育

工業 商業 外国語 合計

北海道 ２ ８ １０ ６ ４ １ １ ３ ３４ ２ ７４

福島県 ４ ３ ４ ９ １１ ２ １ ２ １３ ４ ５７

茨城県 １ ２８ ７ ３ １ ９ ２ ５２

新潟県 １ ２３ １７ ２ ２４ １ ８３

石川県 ４ ９ ６ １０ １５ ３ ４ ５ ２ ９ ２ ８０

長野県 １２ １２ ３ ２１ ２２ ９ １２ ９ １２ ８ １２８

全国 ３８ ６５ ４１ ２５６ １９３ ３４ ３５ ４３ ３４ ２８２ ４３ １１６１


